
 

 
 

 
平成１４年５月２８日 

平成１４年３月期 個別財務諸表の概要 
上場会社名 神港魚類株式会社  上場取引所  大阪 

コ－ド番号 ９９８８    本社所在都道府県 兵庫県 
(ＵＲＬ http://www.maruha-shinko.co.jp) 
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役経理部長 
  氏    名 植 田 征 四 郎   ＴＥＬ （０７８）６７２－７０００ 
決算取締役会開催日 平成１４年５月２７日  中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日 平成１４年６月２７日  単元株制度採用の有無  有(1単元 1，000株) 

１．１４年３月期の業績１．１４年３月期の業績１．１４年３月期の業績１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
  （１）経営成績  
                                            （注） 金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 

 14年３月期 
13年３月期 

６８,６２３   △ 2.1 
７０,０７６     3.5 

   ５８４    17.5 
   ４９７   △ 2.8 

   ５４２    14.9 
   ４７１   △ 4.9 

 
  当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本      
当期純利益率 

総 資 本      
経常利益率 

売 上 高      
経常利益率 

  百万円     ％      円     銭          円      銭          ％          ％          ％ 

 14年３月期 
13年３月期 

  ９８    1.3 
  ９７  △ 21.1 

  ９ ８７ 
  ９ ７５ 

      ─     ─ 
      ─     ─ 

   ２.０ 
   ２.０ 

   ３.１ 
   ２.９ 
 

   ０.８ 
   ０.７ 

  （注）① 期中平均株式数  １４年３月期 10,000,000株 １３年３月期 10,000,000株 
     ② 会計処理の方法の変更  無 
     ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  （２）配当状況 

１株当たり年間配当金  
 中  間 期  末 

配当金総額 
( 年 間 )      

配 当 性 向      
株 主 資 本      
配 当 率      

    円     銭    円     銭    円     銭 百万円         ％         ％ 
14年３月期 ６ ００ ０ ６ ００ ６０ ６０.８ １.２ 
13年３月期 ６ ００ ０ ６ ００ ６０ ６１.６ １.２ 

  （注） １４年３月期期末配当金の内訳：普通配当 ６円００銭 記念配当  ―   特別配当  ― 

  （３）財政状態  

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円                 百万円                ％         円       銭 

 14年３月期 
13年３月期 

１７,８４７ 
１７,３０７ 

４,８８８ 
４,８８７ 

        ２７.４ 
        ２８.２ 

  ４８８   ８２ 
  ４８８   ７１ 

  （注）① 期末発行済株式数 １４年３月期 10,000,000株 １３年３月期 10,000,000株 
     ② 期末自己株式数  １４年３月期     ―株 １３年３月期     ―株 

２．１５年３月期の業績予想２．１５年３月期の業績予想２．１５年３月期の業績予想２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 １株当たり年間配当金 

 
 

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
中  間 期  末  

  百万円  百万円  百万円 円     銭 円     銭 円     銭 

 中 間 期 
通   期 

３２,０００ 
６８,０００ 

１６０ 
５００ 

    ８０ 
   ２５０ 

０ 
 ― 

 ― 
６ ００ 

 ― 
６ ００ 

 （参考） １株当たり予想当期純利益（通期）   ２５円 ００銭 
※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後の
様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。 
なお、業績予想に関する注意事項は、｢決算短信(連結)｣添付資料４ページをご参照下さい。 



 

 
 

貸借対照表 
（単位：千円） 

前   期 
(平成13年3月31日現在) 

当   期 
(平成14年3月31日現在) 

増   減 
科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資産の部）   ％  ％  

Ⅰ流動資産       

1.現 金 及 び 預 金  345,006  283,771  △ 61,235 
2.受 取 手 形 ※6 3,315,953  3,338,813  22,860 
3.売 掛 金 ※5 5,326,361  5,156,243  △ 170,117 
4.商 品  5,342,038  6,425,073  1,083,034 
5.前 払 費 用  15,699  14,605  △ 1,093 
6.短 期 貸 付 金  164,400  185,300  20,900 
7.関係会社短期貸付金  155,500  151,500  △ 4,000 
8.繰 延 税 金 資 産  59,729  85,417  25,687 
9.そ の 他  16,366  18,598  2,231 
10. 貸 倒 引 当 金  △ 116,516  △ 136,030  △ 19,514 

流 動 資 産 合 計  14,624,539 84.5 15,523,293 87.0 898,754 
Ⅱ固定資産       
(1) 有 形 固 定 資 産 ※1      
1.建 物        718,892  680,181  △ 38,710 
2.構 築 物  16,918  13,887  △ 3,031 
3.機 械 及 び 装 置  36,517  30,601  △ 5,915 
4.車 輌 運 搬 具  10,120  8,704  △ 1,415 
5.工具、器具及び備品  32,893  25,987  △ 6,906 
6.土 地        552,430  552,430  0 
有 形 固 定 資 産 合 計  1,367,772 7.9 1,311,792 7.3 △ 55,979 
(2) 無 形 固 定 資 産       
1.ソ フ ト ウ エ ア  90,072  60,688  △ 29,383 
2.電 話 加 入 権  9,009  8,928  △ 80 
3.施 設 利 用 権  250  185  △ 65 
無 形 固 定 資 産 合 計  99,332 0.6 69,803 0.4 △ 29,529 
(3) 投資その他の資産       
1.投 資 有 価 証 券 ※2 504,845  385,808  △ 119,036 
2.関 係 会 社 株 式  319,598  102,174  △ 217,424 
3.出 資 金  7,295  7,295  0 
4.長 期 貸 付 金  152,600  100,300  △ 52,300 
5.従業員長期貸付金  745  525  △ 220 

6.
破産債権・更生債権その 
他これらに準ずる債権 

 104,690  42,991  △ 61,699 

7.長 期 前 払 費 用  3,641  3,223  △ 418 
8.繰 延 税 金 資 産  100,843  228,969  128,125 
9.そ の 他 の 投 資  125,804  107,728  △ 18,075 
10.貸 倒 引 当 金  △ 104,368  △ 36,594  67,774 
投資その他の資産合計  1,215,697 7.0 942,422 5.3 △ 273,275 

固 定 資 産 合 計  2,682,801 15.5 2,324,018 13.0 △ 358,783 

資 産 合 計  17,307,341 100.0 17,847,311 100.0 539,970 
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（単位：千円） 
前   期 

(平成13年3月31日現在) 
当   期 

(平成14年3月31日現在) 
増   減 

科   目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負債の部）   ％  ％  

Ⅰ流動負債       

1.支 払 手 形  1,159,673  412,148  △ 747,525 

2.買 掛 金 ※5 2,781,403  2,848,270  66,867 

3.短 期 借 入 金  7,515,795  8,716,931  1,201,135 

4.
一年以内に返済予定 
の 長 期 借 入 金 

 33,000  33,000  0 

5.未 払 金 ※2 172,111  141,196  △ 30,914 

6.未 払 費 用  16,870  14,075  △ 2,794 

7.未 払 法 人 税 等  50,771  147,017  96,245 

8.未 払 消 費 税 等  22,874  36,727  13,853 

9.預 り 金  22,845  13,134  △ 9,711 

10.賞 与 引 当 金  107,034  72,287  △ 34,747 

流 動 負 債 合 計  11,882,380 68.7 12,434,789 69.7 552,409 

Ⅱ固定負債       

1.長 期 借 入 金  370,750  337,750  △ 33,000 

2.退 職 給 付 引 当 金  21,816  44,934  23,117 

3.役員退職慰労引当金  98,936  88,988  △ 9,948 

4.預 り 保 証 金  46,336  52,623  6,287 

固 定 負 債 合 計  537,839 3.1 524,296 2.9 △ 13,543 

負 債 合 計  12,420,219 71.8 12,959,085 72.6 538,865 

       

（資本の部）       

Ⅰ資 本 金      ※4 891,000 5.1 891,000 5.0 0 

Ⅱ資本準備金  853,675 4.9 853,675 4.8 0 

Ⅲ利益準備金  170,000 1.0 177,000 1.0 7,000 

Ⅳその他の剰余金       

(1) 任 意 積 立 金  2,780,000  2,780,000  0 

1.別 途 積 立 金  2,780,000  2,780,000  0 

(2) 当 期 未 処 分 利 益  161,605  185,597  23,992 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  2,941,605 17.0 2,965,597 16.6 23,992 

Ⅴ そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

 30,841 0.2 953 0.0 △ 29,887 

資 本 合 計  4,887,121 28.2 4,888,225 27.4 1,104 

負 債 資 本 合 計  17,307,341 100.0 17,847,311 100.0 539,970 
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損益計算書 
(単位：千円) 

前   期 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

当   期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

増   減 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

Ⅰ 売 上 高            70,076,775 100.0 68,623,310 100.0 △ 1,453,464 
Ⅱ 売 上 原 価           ※ 1 66,340,517 94.7 64,995,671 94.7 △ 1,344,846 

売 上 総 利 益  3,736,257 5.3 3,627,639 5.3 △ 108,618 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※ 2 3,238,692 4.6 3,042,899 4.4 △ 195,793 

営 業 利 益  497,564 0.7 584,739 0.9 87,175 
Ⅳ 営 業 外 収 益                 
1.受 取 利 息            30,047  32,995  2,947 
2.受 取 配 当 金            9,715  8,437  △ 1,277 
3.不 動 産 賃 貸 料           ※ 5 96,766  91,200  △ 5,566 
4.雑 収 入            28,328  4,025  △ 24,302 

営 業 外 収 益 合 計  164,859 0.2 136,659 0.2 △ 28,199 
Ⅴ 営 業 外 費 用                 
1.支 払 利 息            112,571  107,317  △ 5,254 
2.不 動 産 賃 貸 費 用           ※ 5 77,889  70,171  △ 7,718 
3.雑 損 失            ―  1,644  1,644 

営 業 外 費 用 合 計  190,461 0.2 179,133 0.3 △ 11,327 

経 常 利 益  471,962 0.7 542,265 0.8 70,303 
Ⅵ 特 別 利 益                 
1.固 定 資 産 売 却 益           ※ 3 2,574  ―  △ 2,574 

特 別 利 益 合 計  2,574 0.0 ― ― △ 2,574 

Ⅶ 特 別 損 失                 
1.固 定 資 産 処 分 損           ※ 4 777  489  △ 287 
2.投資有価証券評価損            36,144  15,002  △ 21,141 
3.関係会社株式評価損            86,399  219,174  132,774 
4.ゴルフ会員権評価損            29,828  63,750  33,922 
5.貸 倒 引当金繰入額            87,070  ―  △ 87,070 
6.割 増 退 職 金            ―  44,596  44,596 
7.役 員 退 職 慰 労 金            36,658  6,337  △ 30,321 

特 別 損 失 合 計  276,879 0.4 349,350 0.5 72,470 

税 引 前 当 期 純 利 益  197,657 0.3 192,915 0.3 △ 4,742 
法人税、住民税及び事業税  157,359 0.2 226,400 0.4 69,040 
法 人 税 等 調 整 額  △ 57,166 △0.0 △ 132,169 △0.2 △ 75,003 

当 期 純 利 益  97,465 0.1 98,685 0.1 1,220 
前 期 繰 越 利 益  64,139  86,912  22,772 

当 期 未 処 分 利 益  161,605  185,597  23,992 
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利 益 処 分 案 

(単位：千円) 

前   期 
（平成13年3月31日） 

当   期 
（平成14年3月31日） 科   目 

金  額 金  額 

Ⅰ当期未処分利益  161,605  185,597 

Ⅱ利益処分額     

1.利 益 準 備 金           7,000  ―  

2.配 当 金           60,000  60,000  

 (1株につき6円)    

3.役 員 賞 与 金           7,693  ―  

（ う ち 監 査 役 分 ） (     766)   (     ― )   

4.任 意 積 立 金               

(1)別 途 積 立 金          ― 74,693 ― 60,000 

Ⅳ次期繰越利益  86,912  125,597 
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重要な会計方針 

１.有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、 
売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

２.デリバティブの評価基準及び評価方法 
時価法 

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商品………個別法による低価法 
ただし、冷凍食品等一部の商品については移動平均法による低価法 

４.固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産………定率法 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法 
無形固定資産………定額法 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)による定額法 

５.引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。 
なお、会計基準変更時差異(372,097千円)については、5年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に
よる定額法によりそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

６.リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７.その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

項   目 前   期 
(平成13年3月31日現在) 

当   期 
(平成14年3月31日現在) 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 542,666千円 595,001千円 

※２.担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産 
投資有価証券 

対応する債務 
未 払 金 

 
 

6,104千円 
 

7,325千円 

 
 

18,550千円 
 

6,709千円 

 ３.保証債務 
尼崎水産市場㈱の銀行借入保証 

   〃   の商品仕入債務保証 
従業員の銀行借入保証(住宅取得資金) 

 
659,520千円 

44,712千円 

155,337千円 

 
573,804千円 

104,945千円 

137,277千円 

※４.株式の状況 
授権株式数 
発行済株式総数 

 
36,000,000株 
10,000,000株 

ただし、定款の定めにより、株
式の消却が行われた場合には、
これに相当する株式数を減ずる
こととなっております。 

 
36,000,000株 
10,000,000株 

同  左 

※５.関係会社に対する資産及び負債 

売 掛 金 

買 掛 金 

 

42,958千円 

326,053千円 

 

18,209千円 

243,087千円 

※６.期末日満期手形の処理 期末日満期手形は、手形交換
日をもって決済処理してお
ります。従って当期末日は金
融機関の休日であったため、
期末日満期手形が以下の科
目に含まれております。 

 受取手形  49,219千円 

期末日満期手形は、手形交換
日をもって決済処理しており
ます。従って当期末日は金融
機関の休日であったため、期
末日満期手形が以下の科目に
含まれております。 

 受取手形  85,394千円 
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(損益計算書関係) 

項   目 
前   期 

自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

当   期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

※１.商品期末たな卸高より控除した
低価法による評価減の金額 1,093千円 3,333千円 

※２.販売費及び一般管理費の主要な
項目及び金額 
市場使用料 
完納奨励金 
役員報酬 
従業員給料手当 
賞与引当金繰入額 
退職給付引当金繰入額 
役員退職慰労引当金繰入額 
福利厚生費 
旅費交通費 
運搬費・保管料 
貸倒引当金繰入額 
減価償却費 
販売費に属する費用の割合 
一般管理費に属する費用の割合 

 
 

165,065千円 
114,668千円 
105,918千円 

1,332,045千円 
107,034千円 
146,890千円 
17,353千円 
243,335千円 
51,684千円 
543,045千円 

― 千円 
58,126千円 

78.0％ 
22.0％ 

 
 

159,308千円 
108,692千円 
92,135千円 

1,210,608千円 
72,287千円 
160,242千円 
18,474千円 
234,197千円 
42,614千円 
544,675千円 
7,869千円 
58,120千円 

79.0％ 
21.0％ 

※３.固定資産売却益の内訳 
建   物 
土   地 
  計 

 
273千円 

  2,301千円 
2,574千円 

 

※４.固定資産処分損の内訳 
（除却損） 
車輌運搬具 
工具、器具及び備品 
    計 

 
 

  66千円 
    711千円 

777千円 

 
 

362千円 
    127千円 

489千円 

※５関係会社との取引 
不動産賃貸料 
不動産賃貸費用 

 
36,000千円 
 4,057千円 

 
36,000千円 
 3,985千円 
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（リース取引関係） 

前   期 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

当   期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額 

  取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

   取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 

 工具、器具 
及 び 備 品 202,099千円 88,684千円 113,415千円 

  工具、器具 
及 び 備 品 194,869千円 120,247千円 74,622千円 

 

(注)リース物件の取得価額相当額は、有形固定資産の期末残
高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支
払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 
   １年以内     38,792千円 
   １年  超     74,622千円 
   合  計    113,415千円 
(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末
残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、
支払利子込み法によっております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支 払 リ ー ス 料           31,434千円 
減価償却費相当額   31,434千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。 

(注) 
        同   左 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 
   １年以内     28,025千円 
   １年  超     46,597千円 
   合  計     74,622千円 
(注) 
        同   左 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支 払 リ ー ス 料           38,792千円 
減価償却費相当額   38,792千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同   左 

（有価証券関係） 
時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

（税効果会計関係） 
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   前 期     当 期  
繰延税金資産(流動) 貸倒引当金繰入限度超過額   32,367千円   51,564千円 

賞与引当金繰入限度超過額   22,477千円   20,240千円 
未払事業税否認額     4,512千円   13,285千円 

   そ の 他        372千円      327千円 
   繰延税金資産(流動)合計    59,729千円   85,417千円 

繰延税金資産(固定) 貸倒引当金繰入限度超過額   21,878千円    5,574千円 
  退職給付引当金繰入限度超過額    9,163千円   18,872千円 
  役員退職慰労引当金繰入限度超過額  41,553千円   37,374千円 
  子会社株式、ゴルフ会員権評価損   48,815千円  167,644千円 

そ の 他       1,766千円      193千円 
  繰延税金資産(固定)小計   123,177千円  229,659千円 

繰延税金負債(固定) その他有価証券評価差額金   22,333千円      690千円 
繰延税金負債(固定)小計    22,333千円      690千円 

   繰延税金資産(固定)純額   100,843千円  228,969千円 

   繰延税金資産の純額   160,573千円  314,386千円 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
          前 期     当 期  
  法定実効税率        42.0％     42.0％ 
 (調整) 交際費等永久に損金に算入されない項目      7.2％      5.2％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △ 1.2％    △ 1.0％ 
住民税均等割等         2.6％      2.6％ 
その他            0.1％        0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率       50.7％       48.9％ 
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役 員 の 異 動 (平成14年6月27日付予定) 

1.代表者の異動 

該当事項はありません。 

2.その他役員の異動 

(1) 新任予定監査役 

監査役(非常勤)  安 藤 克 己 

 (現大興製凾株式会社 取締役会長) 

(2) 退任予定監査役 

監査役(非常勤)  田 中 靖 博 
 

 

 

以 上 
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